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最近のニュースから No.169    ２０２３.１１.１６ 

 

「静かな退職」 

１０月２０日、厚生労働省は２０２０年３月（コロナ禍の年）の「新規学卒就職者の離

職状況」を取りまとめて公表しました。 

就職後３年（２３年３月）以内の離職率は、中学卒は５２.９％（前年度５７.８％）、高

卒は３７.０％（同３５.９％）、短大卒は４２.６％（同４１.９）、大卒は３２.３％（同３１.

５％）でした。 

離職率はその時々の社会状況によって変化していますが、最近の若手社員の退職は「静

かな退職」とも呼ばれています。 

高卒３年後の離職率３７.０％ 大卒３２.３％ 

高卒について卒業後を年ごとにみると、１年目１５.１％、２年目１１.７％、３年目１０.

２％で合計３７.０％。データは１９８７年からを公表していますが、この１０年間は大き

な変化はなく、おおよそ１年目１０％台後半、２年目１０％台前半、３年目１０％弱で合

計３０％台後半です。 

大卒についてのこの１０年間は、おおよそ１年目１１％前後、２年目１０％前後、３年

目１０％弱で合計３２.３です。 

コロナ禍が始まった後の社会人スタートでしたが、全体的数字としては大きな影響はみ

られません。 

 

８７年からのデータをみると、高卒で最も離職率が高かったのは２０００年の卒業生で

５０.３％です。１年目２６.３％、２年目１４.７％、３年目９.２％が離職しています。そ

の前後は４０％後半が続いています。 

大卒で最も離職率が高かったのは０４年の３６.６％です。２０００年は３６.５％で１年

０目１５.７％、２年目１１.６％、３年目９.２％でした。その前後は３５％前後がつづいて

います。 

バブルが崩壊した頃から企業の経営は厳しくなり、２０００年に入ると実質失業率も

５％前後に達します。労働者は長時間労働の我慢を強いられ、社会的には過労死が社会問

題となっていきます。 

離職率が高かった時期は、その一方では新規就職、再就職とも困難だった時期で就職活

動は氷河期でした。退職勧奨・強要、解雇も相次ぎましたが、在職者は会社にしがみつき、

我慢を強いられました。その頃に入社した労働者が今、管理職になっています。 

その後は逆に人手不足が問題になり、人件費抑制をねらった雇用として非正規労働者が
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増えていきます。 

好条件でも離職する 

２０年の新規高卒就職者の事業所規模別の３年以内の離職率です。 

１.０００人以上では２６.６％（前年度２４.９％）、５００人から９９９人は３１.８％（同

３０.１％）、１００人から４９９人は３６.７％（同３５.１％）、３０人から９９人は４３.

６％（同４３.４％）、５人から２９人は５１.３％（同５１.７％）、５人未満は６０.７％（同

６０.５％）です。 

大企業は、一般的に労働環境・条件において、賃金、休日数等がいいといわれますが、

だから離職率は小さいということにはなっていません。 

産業別就職後３年以内の離職率です。 

高い順に、宿泊業、飲食サービス業６２.６％（同６０.６％）、生活関連サービス業，娯

楽業５７.０％（同５７.２％）、教育、学習支援業４８.１％（同５３.５％）、小売業４８.３％

（同４７.６％）、医療、福祉４６.４％（同４５.２％）です。これらはコロナ禍で影響を受

けた産業です。ただしそれまでの状況については公表されていないので比較できません。

逆に低い電気・ガス・熱供給・水道業１２.２％（１０.１％）からはソーシャルワーカーの

献身性がみてとれます。製造業２７.６％（同２６.３）は影響を受けなかったと思われます。 

 

大卒の産業別就職後３年以内の離職率です。 

事業所規模別の新規高卒就職者の３年以内の離職率です。 

１.０００人以上では２６.１％（前年２５.３％）、５００人から９９９人は３０.７％（同

２９.６％）、１００人から４９９人は３２.８％（同３１.８％）、３０人から９９人は４０.

６％（同３９.４％）、５人から２９人は４９.６％（同４８.８％）、５人未満は５４.１％（同

５５.９％）です。 

１００人以上の事業所ではそれほど大きな差はありません。事業所の規模をこえて労働

環境・条件が改善されてきているように思われます。逆に、好条件でも離職する社員が増

えているといえます。 

産業別就職後３年以内の離職率です。 

高い順に、宿泊業、飲食サービス業５１.４％（同４９.７％）、生活関連サービス業、娯

楽業４８.０％（同４７.４％）、教育、学習支援業４６.０％（同４５.５％）、小売業３８.５％

（同３６.１％）、医療、福祉３８.８％（同３８.６％）でコロナ禍の影響を受けた産業です。

逆に低いのは電気・ガス・熱供給・水道業１０.５％（１０.６％）、運輸業、郵便業２８.３％

（同２５.５％）でやはりソーシャルワーカーの献身性があったと思われます。製造業１９.

０％（同１８.５）で影響を受けなかったと思われます。 

就職をしても・・・ 
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新規学卒就職者の離職状況にあわせて、文科省が発表している「新規学卒者就職率」を

紹介しています。 

高校の就職率は、就職を希望する者全員を調査対象としたものです。 

１９９２年に１８歳人口がピークになります。バブル期頃から下降線をたどり始めてい

ますがバブル崩壊後の９９年に８０％台まで下降し、２００２年は８６.３％でした。その

後上昇を続けますが、０８年秋のリーマンショックの影響を受け、１０年には９１.６％ま

で下降します。その後少しずつ上昇しています。最近は１００％近くになっています。 

 大卒の就職率は、バブル崩壊頃から発表されています。９７年は９４.５％でしたが２０

００年には９１.１％まで下降しています。その後０８年９６.９％まで上昇しますがその秋

のリーマンショックの影響を受け１１年９１.０％まで下降します。その後は上昇をつづけ

最近は１００％近くになっています。 

帰属意識は希薄になっている 

この４０年間におけるは雇用をめぐる状況は大きく変化しています。 

１９７０年代のオイルショックの時、終身雇用がいわれた日本の企業は配置転換、職種

変更等で極力解雇は回避したといわれます。その分、労働者は企業に対する帰属意識、依

存を高め、それが労働組合運動にも影響をおよぼします。 

高度経済成長が続くとマイホームを確保して中流意識にひたる労働者が増えていきます。 

しかし、９０年代初期に襲ったバブル崩壊は、企業そのものの存続も危機におちいり、

多くの労働者は解雇や退職勧奨・強要に追い詰められます。労働者は、企業は終身雇用を

保証しないと自覚をせまられます。帰属意識は弱まり、企業内労働組合は形骸化していき

ます。残された労働者や企業にしがみつく労働者には長時間労働を強いられ、過労死が社

会問題になります。新卒者は氷河期といわれました。 

この頃から個別紛争の労働相談が急増します。 

９５年、阪神淡路大震災に見舞われると被災地においてはそれまでの価値観が崩壊させ

られます。“共に生きよう”の社会的共同体意識が生まれ、各地でも被災地に対する連帯の

輪が生まれます。 

バブル経済の崩壊から立ち直り、２０００年頃に外資系企業の進出が増えると従来の労

務管理が変化していきます。国際的競争にまきこまれ、技術開発に合わせて賃金制度にお

いては「成果主義」の導入がすすみ、労働者の個別分断管理・支配がおこなわれます。そ

のなかで労働者はさまざまなローンの支払いなどに縛られます。労働者は必死になります。

体調不良におちいる労働者が増大し、自殺者も増え続きます。 

 

その後、経済が立ち直った頃の０８年秋にリーマンショックが起きます。派遣労働者だ

けではなく多くの企業で人件費削減の政策がすすみ非正規労働者が急増していきます。 

１１年、東日本大震災が発生するとそれまでの価値観は崩壊し、将来は不確かなものと
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いう価値観が襲います。その一方、支え合おうという認識が生まれ、自分たちでどのよう

な社会をつくりあげるかの模索が始まります。 

ゆとりを失った企業は、取り巻く社会状況も大きく変化するなかで社内での社員研究を

やめて即戦力の中途採用に期待をかけます。労働者のスキルアップは自己責任です。社風・

伝統などは薄れていきます。この１０年は労働力不足が切実になっています。 

 

そのようななかで新卒の高い就職率が続いていますが、決して低くはない離職率にもな

っています。 

では、２０年３月（コロナ禍の年）の新規学卒就職者はどの様な社会状況を見聞して人

生観を培ってきたのでしょうか。 

２０年３月の高卒者は０２・３年生まれです。物心がついた時にリーマンショックにあ

い、東日本大震災を知っています。 

大卒者は個別分断が進むなかでに自己責任の意識を培われてきました。企業に帰属しよ

うという認識からは自立し、より自己を磨くことができる仕事を発見できる企業を探して

再就職してきます。いわゆるＺ世代といわれています。 

一方、今、職場で若手社員を管理・教育・指導するのは、氷河期に就職し、職場にしが

みついて我慢してきた世代です。 

世代、生活感覚の違いといわれることだけでなく、デジタル化の発展と共にコミュニケ

ーション手段も変化し、価値観・人生観に大きなズレが存在し、企業としては大きな課題

になっています。 

コロナ禍が作り出した人との繋がり 

さて、現在は未曽有のコロナ禍を体験した後の新卒が登場しています。 

コロナ禍は、彼らだけでなく、仕事の仕方、捉え方等において人生観を変えました。他

者と接する機会が希薄になるなかで自立を余儀なくされました。しかし共同体を抜きにし

ては社会的に存在できないことも自覚し、それぞれが他者とのつながりを希求しています。 

社会は、ひと握りの富裕層と増えつづける貧困層とに格差は拡大し、その間で安定を求

めて中間層がさまよっています。若者たちの多くは自分が富裕層になれるとは思っていな

いと同時に、なれたとしても社会状況の安定を確信できません。 

若者の離職には”自分探し”もあるといわれています。そして若者だけでなく、どのよ

うな社会がより安心・安全な社会として協働できるか、労働のあり方、他者との繋がり・

構築を模索し、新たな価値観をそのなかから作り出そうと蠢いています。 

 

企業も労働組合も社会のなかでの存在意義・価値、若い労働者との関係性を問われてい

ます。新規学卒就職者の離職状況はそのような課題を提起しているように思われます。 
  

いじめ メンタルヘルス労働者支援センター 


